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Ⅰ 令和５年度事業報告

１ 会員の異動

令和６年３月３１日現在の会員数は下表のとおりである。

府県別
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 近畿以外 合 計

会員別

個 人 会 員 17( 0) 34( -1) 20( -3) 24( -1) 9( 0) 42( +2) 15( 0) 161( -3)

単 協 0( 0) 5( 0) 1( 0) 1( 0) 0( 0) 0( -1) 0( 0) 7( -1)

中 央 会 11( -1) 6( 0) 12( -2) 17( -2) 6( 0) 12( 0) 0( 0) 64( -5)

連 合 会 0( 0) 18( -1) 1( 0) 2( +1) 2( 0) 29( +2) 0( 0) 52( +2)

府 県 庁 0( 0) 1( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 1( 0)

大 学 等 6( +1) 4( 0) 6( -1) 4( 0) 1( 0) 1( +1) 15( 0) 37( +1)

団 体 会 員 10( 0) 9( 0) 15( 0) 13( 0) 3( 0) 10( 0) 15( -1) 75( -1)

単 協 6( 0) 5( 0) 11( 0) 10( 0) 1( 0) 6( 0) 0( 0) 39( 0)

中･連合会 4( 0) 4( 0) 4( 0) 3( 0) 2( 0) 4( 0) 0( 0) 21( 0)

全 国 連 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 5( 0) 5( 0)

准 会 員 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 10( -1) 10( -1)

合 計 27( 0) 43( -1) 35( -3) 37( -1) 12( 0) 52( +2) 30( -1) 236( -4)

注）（ ）内は、前年度末会員数との増減を示す。
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２ 令和５年度に開催した研究例会・研究大会

当初の事業計画のとおり、研究例会２回および研究大会を開催した。

今年度の研究会は、年間統一テーマを「持続可能な食料・農業基盤の確立・強化のための対応

方向」として、第29回ＪＡ全国大会決議にある「持続可能な食料・農業基盤の確立・強化」をめ

ぐり、農業者の高齢化や離農・後継者不足などに歯止めがかからず、農業労働力の確保問題が深

刻化するなど、より厳しい環境にある。そこで今年度は、農業人材の確保の問題と人材不足に対

処するための農業ＤＸに向けたデジタル対応をテーマに研究・討議した。

⑴研究例会

開催月日 研究会テーマおよび 出席回 数 報告テーマと報告者開催場所 座長とコメンテーター 者数

「農業ＤＸの可能性とＪＡの役割」報告Ⅰ

「わが国農業における農業ＤＸの

（座長） 現状と課題」

第１回 令和５年 京都大学大学院 農学研究科 三重大学大学院生物資源学研究科

例 会 ８月10日 准教授 伊庭 治彦 氏 准教授 野中 章久 氏

㈭

通算第 （コメンテーター） 報告Ⅱ 62名

274回 神戸市 京都大学 学術情報メディアセンター 「わがＪＡの農業ＤＸの取組」 (リモート

研究会 准教授 仙田 徹志 氏 山口県農業協同組合 経理部 28名)

兵庫県農業 情報システム課

会館および 兵庫県 たじま農業協同組合 担当課長 藤田 竜也 氏

ＷＥＢ開催 総務企画部

経営企画課長 黒田 祐介 氏

「農業における人材確保対策を 報告Ⅰ

どう進めるか」 「農業における労働力問題の

第２回 令和５年 現状と対応課題」

例 会 11月22日 （座長） 名古屋大学大学院 生命農学研究科

㈬ 和歌山大学教授 教授 徳田 博美 氏

通算第 食農総合研究教育センター長 71名

275回 和歌山市 岸上 光克 氏 報告Ⅱ (リモート

研究会 「あら川の桃部会トレーニング 14名)

和歌山県ＪＡ （コメンテーター） ファームの取り組みについて」

ビルおよび 京都大学大学院 農学研究科 和歌山県 紀の里農業協同組合

ＷＥＢ開催 准教授 坂梨 健太 氏 代表理事専務 山名 純一 氏

京都府農業協同組合中央会

農業対策部長 田井 義浩 氏
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⑵研究大会

開催月日 研究会テーマおよび 出席回 数 報告テーマと報告者開催場所 座長とコメンテーター 者数

「協同組合のアイデンティティを 報告Ⅰ

考える」 「日本型農協において自主・自立

５年度 令和６年 を発現する仕組み－人の組織から

大 会 ２月19日 （座長） 農協のゆくえを考える－」

㈪ 摂南大学 農学部 三重大学名誉教授

通算第 教授 北川 太一 氏 京都大学学術情報メディアセンター 45名

276回 大阪市 研究員 石田 正昭 氏 (リモート

研究会 （コメンテーター） ４名)

ＪＡ大阪センタ 京都大学大学院 農学研究科 報告Ⅱ

ービルおよび 教授 辻村 英之 氏 「OCoNoMiおおさかの多様な地域

ＷＥＢ開催 組織との連携による取り組みの現

滋賀県農業協同組合中央会 状」

農業・地域対策部長 大阪府農業協同組合・非営利協同セクタ

雲林院智史 氏 ー連絡協議会（OCoNoMiおおさか）世話人

大阪府農業協同組合中央会

大阪農業振興サポートセンター

次長（広報・くらし担当）久保 裕章 氏

【参 考】 令和５年度研究例会出席者数の内訳

近畿内・近畿外別 所属別
総 数

近畿内 近畿外 単 協 中央会 研究者等
連合会

第１回 実 数（人） 62 52 10 17 33 12

例 会 構成比（％） 100.0 83.9 16.1 27.4 53.2 19.4

第２回 実 数（人） 71 62 9 28 32 11

例 会 構成比（％） 100.0 87.3 12.7 39.4 45.1 15.5

実 数（人） 45 45 0 5 29 11
大 会

構成比（％） 100.0 100.0 0.0 11.1 64.4 24.4

実 数（人） 178 159 19 50 94 34
合 計 （１回当たり） (59) (53) (17) (16) (31) (11)

構成比（％） 100.0 89.3 10.7 28.1 52.8 19.1
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３ 会報の発行等

⑴会報の発行

本年度分の会報の発行は下表のとおりである。

会報 発行テ ー マ 発行年月 備 考番号 部数

274 「農業ＤＸの可能性とＪＡの役割」 令和５年11月 290 令和５年度
第１回研究例会記録

275 「農業における人材確保対策をどう進め 令和６年２月 290 令和５年度
るか」 第２回研究例会記録

276 「協同組合のアイデンティティを考える」令和６年５月 290 令和５年度研究大会記録
（予定）

⑵ホームページの運営
平成26年度から運用しているオリジナルホームページを通じて、例会の開催案内をはじめとす

る情報発信を行うとともに、各府県農協中央会の協力を得て、近畿地区の四季の風景をトップペ
ージに活用し、魅力あるページづくりを行った。その結果アクセス件数は24,337PVであった（昨
年度は14,595PV）。

４ 研究会運営記録

開催月日 会 議 名 会場 報告および協議事項

令和５年 第１回 ＷＥＢ開催 ①事務局の役割分担と主要業務について
４月19日㈬ 事務局会議 ②第１回運営委員会の出欠報告状況について

③運営委員の変更についてについて
出席：９名 ④令和４年度事業報告（素案）について

⑤令和４年度収支決算報告（素案）について
⑥令和５年度事業計画（素案）について
⑦令和５年度予算計画（素案）について
⑧第１回研究例会開催要領（素案）について
⑨ホームページのスライド画像の更新について

５月10日㈬ 第１回 ＷＥＢ開催 ①運営委員の交替について
運営委員会 ②令和４年度事業報告（案）の承認について
出席：22名 ③令和４年度収支決算報告（案）の承認について
うち、 ④監事の意見について
委：８名 ⑤令和５年度事業計画（案）の承認について
代：１名 ⑥令和５年度予算計画（案）の承認について

⑦第１回研究例会開催要領（案）について
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開催月日 会 議 名 会場 報告および協議事項

６月30日㈮ － － 第１回会費の納入期限

近畿府県中央会・連合会個人会員取りまとめ期限

７月26日㈬ 第２回 ＷＥＢ開催 ①会員の異動について

事務局会議 ②第１回研究例会の参加申し込み状況について

③第１回研究例会の運営について

出席：９名 ④第２回運営委員会の出欠報告状況について

⑤第２回研究例会の開催要領の検討について

⑥ホームページのスライド画像の更新について

－ － 第２回会費の納入期限

（近畿府県中央会・連合会個人会員）

８月10日㈭ 第１回 兵庫県農業会館 テーマ「農業ＤＸの可能性とＪＡの役割」

研究例会 およびＷＥＢ開催

第２回 兵庫県農業会館 ①第１回研究例会の参加者数について

運営委員会 およびＷＥＢ開催 ②会員の異動について

出席：22名 ③第２回研究例会の開催要領（案）について

うち、

委：６名

代：２名

９月29日㈮ － － 会費の納入督促（第１回）

11月１日㈬ 第３回 ＷＥＢ開催 ①会員の異動について

事務局会議 ②第１回研究例会の収支について

③第２回研究例会の参加申し込み状況について

出席：９名 ④第２回研究例会の運営について

⑤第３回運営委員会の出欠報告状況について

⑥研究大会の開催要領の検討について

⑦ホームページのスライド画像の更新について

11月22日㈬ 第２回 和歌山県ＪＡビル テーマ「農業における人材確保対策をどう進める

研究例会 およびＷＥＢ開催 か」
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開催月日 会 議 名 会場 報告および協議事項

11月22日㈬ 第３回 和歌山県ＪＡビル ①第２回研究例会の参加者数について

運営委員会 およびＷＥＢ開催 ②会員の異動について

出席：21名 ③研究大会の開催要領（案）について

うち、

委：９名

代：１名

令和６年 － － 会費の納入督促（第２回）

１月31日㈬

２月５日㈪ 第４回 ＷＥＢ開催 ①会員の異動について

事務局会議 ②会報の発行状況について

③研究大会の参加申し込み状況について

出席：９名 ④研究大会の運営について

⑤ホームページのスライド画像の更新について

⑥第４回運営委員会の持ち方について

⑦ＷＥＢサイトへのアクセス状況について

２月19日㈪ 研究大会 ＪＡ大阪センタービル テーマ「協同組合のアイデンティティを考える」

およびＷＥＢ開催

第４回 ＪＡ大阪センタービル ①研究大会の参加者数について

運営委員会 およびＷＥＢ開催 ②会員の異動について

出席：21名 ③会費の納入状況について

うち、 ④会報の発行状況について

委：９名 ⑤役員改選について

代：１名 ⑥今年度の研究会運営を振り返って（顧問・運営

委員アンケートの実施）

３月22日㈮ 第５回 ＷＥＢ開催 ①令和５年度事業報告（素案）について

事務局会議 ②令和５年度決算報告（素案）について

③ホームページのスライド画像の更新について

出席： 名 ④ＷＥＢサイトへのアクセス状況について

⑤顧問・運営委員アンケート結果について

⑥研究会参加者アンケート結果について

４月17日㈬ 監事監査 ＪＡビル滋賀 令和５年度事業報告（案）・収支決算報告（案）

京都ＪＡビル の監査並びに帳簿等の監査

注１）運営委員会の定足数は、定数22名の過半数である。

注２）運営委員会の出席者数は、顧問・監事・事務局長を除いた運営委員のみの出席者数（委

任状及び代理出席を含む）を示している。また、（ ）内の「委」は委任状を、「代」は代

理出席を表している。
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Ⅱ 令和５年度収支決算報告

１ 収支決算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

⑴収入の部
（単位：円）

予 算 額 決 算 額 比較増減額 摘 要（ａ） （ｂ） （ｂ－ａ）

会 費 2,851,000 2,817,000 -34,000

全国連会費 440,000 440,000 0 注１）参照

府県連会費 1,050,000 1,050,000 0 注２）参照

単 協 会 費 601,000 583,000 -18,000 注３）参照

個 人 会 費 660,000 644,000 -16,000 注４）参照

准会員会費 100,000 100,000 0 注５）参照

会報頒布収入 10,000 3,000 -7,000

参加費収入 480,000 330,500 -149,500

雑 収 入 1,000 23 977 注６）参照

前年度繰越金 1,019,964 1,019,964 0

合 計 4,361,964 4,170,487 -191,477

注１）110,000円×１団体、100,000円×１団体、90,000円×１団体、70,000円×２団体

注２）50,000円×21団体（府県連12+府県本部9）

注３）36,000円×１団体、25,000円×１団体、18,000円×１団体、15,000円×２団体、

12,000円×２団体、農業開発研修センター会費助成450,000円（32団体）

注４）4,000円×161名

注５）10,000円×10団体

注６）貯金利息
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⑵支出の部
（単位：円）

予 算 額 決 算 額 比較増減額 摘 要（ａ） （ｂ） （ｂ－ａ）

研究例会費 700,000 658,553 -41,447

会 場 費 170,000 147,530 -22,470 会場借上料

交 通 費 250,000 291,540 41,540 座長、報告者等の交通費等

通 信 費 40,000 28,906 -11,094 開催通知発送費

印 刷 費 160,000 155,100 -4,900 開催通知、レジュメ等の印刷費

雑 費 80,000 35,477 -44,523 参加者飲料代等

研究大会費 450,000 293,880 -156,120

会 場 費 80,000 49,500 -30,500 会場借上料

交 通 費 240,000 143,260 -96,740 座長、報告者等の交通費等

通 信 費 20,000 15,988 -4,012 開催通知発送費

印 刷 費 80,000 61,600 -18,400 開催通知、レジュメ等の印刷費

雑 費 30,000 23,532 -6,468 参加者飲料代等

運営委員会費 60,000 36,460 -23,540

委員交通費 50,000 29,860 -20,140

会 議 費 10,000 6,600 -3,400 会場借上料

会報費 1,000,000 897,900 -102,100

印 刷 費 600,000 504,900 -95,100

原稿整理費 180,000 180,000 0 60,000×３回

編集校正費 150,000 150,000 0 50,000×３回

執筆原稿費 70,000 63,000 -7,000

事務局費 1,730,000 1,632,490 -97,510

交 通 費 70,000 52,840 -17,160 農業開発研修センター事務局員等の交通費

通 信 費 210,000 138,388 -71,612 会報発送等の通信費、HP運営費

印 刷 費 70,000 67,879 -2,121 事業報告･計画書等の印刷費

事務委託費 1,290,000 1,290,000 0 農業開発研修センター等への支払い事務委託費

会 議 費 50,000 50,895 895 事務局会議の会場代等

雑 費 40,000 32,488 -7,512 監査経費等

雑 損 0 0 0

予 備 費 421,964 0 -421,964

合 計 4,361,964 3,519,283 -842,681

⑶次年度繰越金（単位：円）

収入の部合計 ４，１７０，４８７

支出の部合計 ３，５１９，２８３

次年度繰越金 ６５１，２０４



- 9 -

２ 貸借対照表

令和６年３月３１日現在

（単位：円）

資 産 負 債 ・ 資 本

科 目 金 額 科 目 金 額

注2)
現 金 0 未 払 金 171,600

ＪＡ京都信連
300,144 次 年 度 繰越金 651,204

普 通 預 金

ＪＡ京都信連
500,000

定 期 預 金

ゆうちょ銀行
11,660

振 替 口 座

注1)
未 収 金 11,000

合 計 822,804 合 計 822,804

注１）未収金････････個人会費（２名） 8,000円

会報頒布代 3,000円

注２）未払金････････会報費印刷費（会報276印刷代） 171,600円
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監事の意見書

令和５年度の事業報告および収支決算報告書につき、令和６年４月１７日に監査を行いました

結果、事業運営は適切に行われ、収支決算についても、その内容は適正に処理されていることを

認めます。

令和６年４月１７日

監 事 小 西 忠 之 ㊞

監 事 田 川 弘 美 ㊞
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Ⅲ 令和６年度事業計画

１ 基本方針

⑴研究例会及び研究大会の開催

① 年間統一テーマと研究例会

＜年間統一テーマ＞

「ＪＡの存在意義を高めるための課題と対応方向」

ＪＡグループは、組合員の高齢化や若年層の組織離れなどによる組織基盤の脆弱化や、厳

しさが増す経営基盤の下で、今秋、第30回ＪＡ全国大会を開催し、今後３年間のＪＡグルー

プの運動方針を策定することとしている。

そこで今年度は、ＪＡの総合事業の強化により、食と農を支えることに加え、地域社会を

豊かにすることなど、ＪＡグループの存在意義をいかに高めていくのかをテーマに、研究例

会を開催する。

＜第１回研究例会＞

テーマ：「持続可能な農業の実現に向けたＪＡの役割を考える

－食料安全保障の実現のために－」

＜第２回研究例会＞

テーマ：「協同組合としての地域社会の活性化に向けたＪＡの役割を考える

－ＪＡの総合事業を活かした活性化の課題－」

② 研究大会

テーマ：「総合事業の力による食農と地域社会の支え方－その現状と課題－」

今年度の研究大会のテーマとして、ＪＡの持つ総合事業の力・利点をいかに活かしながら、

あるいは強化しながら、食と農を支え、組合員および地域住民を守っていくのかについて検

討するため、「総合事業の力による食農と地域社会の支え方」をテーマとして採用し、総合事

業を活かした取り組みの現状・成果を把握するとともに、その成果を高めるための、すなわ

ちＪＡの存在意義を高めるための今後の課題について、組織・経営基盤の強化対策にも触れ

ながら検討を行う。

③ 研究会の位置付け、運営について

研究会の報告者等については、原則として、研究例会では域内の実践家と研究者を中心に、

研究大会では域外も視野に入れて選定するが、テーマにふさわしい報告者が得られるように

努力する。

研究会の開催曜日・時間は、平日の午後１時～４時40分頃までとし、終了後に運営委員会

を開催する。

④ 研究会の開催案内の充実

研究会の開催を広報するために、研究会ホームページへの掲載、学会メーリングリストの

活用を行い、開催案内にはＱＲコードを掲載するなど参加申し込みの便宜をはかる。
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⑤ 研究会の開催形態について

座長、報告者、コメンテーター等の登壇者は、対面（実出席）を原則とする。参加者につ

いても対面を基本とする。

⑥ 新型コロナウイルスの感染予防対策について

感染防止対策として、マスク着用と手指消毒の要請、密にならない座席指定と換気、マイ

クや机の消毒など必要最小限の予防対策を行う。

⑵会報の定期発行と内容の充実

事務局内に編集担当者を置き、会報の定期発行に努める。また、引き続き「会員の声」、「研

究会に参加して」のコーナーを設け、会員参加による会報づくりに努めるとともに、会報の充

実に努める。

⑶会員の維持・拡大と研究成果の普及

① 会員管理

２年を越えて会費未納となっている会員に対しては、会報の送付を停止するとともに、加

入意思の確認を行い、会員管理を徹底する。

② 会員拡大

保管している会報の一部をＰＲ誌として活用して、研究会活動の普及と併せて会員拡大に

積極的に努める。また、研究会開催案内やさまざまな機会を通じて、会員拡大に努める。

③ 会報頒布

研究例会・研究大会の研究成果を広く普及するために、会報の頒布に努力する。なお、非

会員の報告者・コメンテーターに対して、ＰＲ活動の一環として会報を発送（１年間）する。

⑷会員の意向把握、情報発信、事務局会議の充実

① アンケート調査

研究会参加者アンケートを実施して企画・運営に活かすとともに、集計の効率化をはかる

ために、ＷＥＢを使ったアンケート回答の収集も実施する。

② ホームページによる情報発信

ホームページを通じて、例会・大会の開催案内をはじめ研究会活動の情報発信を行う。

③ 事務局会議の充実

事務局会議の定期開催に努め、リモートによる会議を活用しながら、一層、事務局会議の

機能強化と業務の円滑化を図る。

本年度も引き続き、各府県中央会および（一社）農業開発研修センターに協力を依頼する。
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２ 実施計画

⑴研究例会の開催

☆年間統一テーマ「ＪＡの存在意義を高めるための課題と対応方向」

回 次 開催月日 テーマ（仮題） 会 場

第１回研究例会 令和６年 持続可能な農業の実現に向けたＪＡの役割を考える
奈 良 市

（通算第277回） ８月23日㈮ －食料安全保障の実現のために－

第２回研究例会 令和６年 協同組合としての地域社会の活性化に向けたＪＡの役割を考える
大 津 市

（通算第278回） 11月６日㈬ －ＪＡの総合事業を活かした活性化の課題－

注）第１回研究例会のテーマは第１回運営委員会において、第２回研究例会のテーマは第２回

運営委員会において、決定する。

⑵研究大会の開催

開催月日 会 場 テーマ（仮題） 備 考

令和７年 総合事業の力による食農と地域社会の支え方
京 都 市 通算279回研究会

２月27日㈭ －その現状と課題－

注）研究大会のテーマは第３回運営委員会において、決定する。

⑶会報の発行予定

会報№ 発行予定年月 発行予定部数 備 考

令和６年
２７７ ２９０部 令和６年度第１回研究例会記録

11月中旬

令和７年
２７８ ２９０部 令和６年度第２回研究例会記録

２月下旬

令和７年
２７９ ２９０部 令和６年度研究大会記録

５月下旬
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Ⅳ 令和６年度予算計画

⑴収入の部

（単位：円）

予 算 額 摘 要 前年度予算額

会 費 2,809,000 2,851,000

全国連会費 440,000 注１）参照 440,000

府県連会費 1,050,000 注２）参照 1,050,000

単 協 会 費 583,000 注３）参照 601,000

個 人 会 費 636,000 注４）参照 660,000

准会員会費 100,000 注５）参照 100,000

会報頒布収入 10,000 10,000

参加費収入 500,000 注６） 480,000

雑 収 入 1,000 貯金利息等 1,000

前年度繰越金 651,204 1,019,964

合 計 3,971,204 4,361,964

注１）110,000円×１団体、100,000円×１団体、90,000円×１団体、70,000円×２団体

注２）50,000円×21団体（府県連12＋府県本部９）

注３）36,000円×１団体、25,000円×１団体、18,000円×１団体、15,000円×２団体、

12,000円×２団体、農業開発研修センター会費助成450,000円（32団体）

注４）4,000円×159名

注５）10,000円×10団体

注６）参加費単価は、対面参加者は個人会員2,000円、団体会員3,000円、非会員5,000円
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⑵支出の部

（単位：円）

予 算 額 摘 要 前年度予算額

研究例会費 700,000 700,000

会 場 費 180,000 ２回分の会場借上料 170,000

交 通 費 270,000 座長、報告者等の交通費等 250,000

通 信 費 40,000 開催通知発送費 40,000

印 刷 費 160,000 開催通知、レジュメ等の印刷費 160,000

雑 費 50,000 参加者飲料代等 80,000

研究大会費 450,000 450,000

会 場 費 140,000 会場借上料 80,000

交 通 費 180,000 座長、報告者等の交通費等 240,000

通 信 費 20,000 開催通知発送費 20,000

印 刷 費 80,000 開催通知、レジュメ印刷費 80,000

雑 費 30,000 参加者飲料代等 30,000

運営委員会費 60,000 60,000

委員交通費 50,000 50,000

会 議 費 10,000 会場借上料 10,000

会報費 1,000,000 1,000,000

印 刷 費 600,000 200,000×３回 600,000

原稿整理費 180,000 60,000×３回 180,000

編集校正費 150,000 50,000×３回 150,000

執筆原稿費 70,000 70,000

事務局費 1,720,000 1,730,000

交 通 費 70,000 農業開発研修センター等事務局員の交通費 70,000

通 信 費 200,000 会報発送等の通信費、ＨＰ運営費 210,000

印 刷 費 70,000 事業報告･計画書等の印刷費 70,000

事務委託費 1,290,000 農業開発研修センター等への支払い事務委託費 1,290,000

会 議 費 50,000 事務局会議の会場代等 50,000

雑 費 40,000 監査経費等 40,000

予 備 費 41,204 421,964

合 計 3,971,204 4,361,964



- 17 -

Ⅴ 令和６年度会費基準の設定について

⑴個人会員 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 4,000円

⑵単協会員

正組合員戸数 3,000戸未満 ･･････････････････････････････････････････ 12,000円

3,000～5,000戸未満 ･･･････････････････････････････････ 15,000円

5,000～10,000戸未満 ･･････････････････････････････････ 18,000円

10,000～30,000戸未満 ･････････････････････････････････ 25,000円

30,000～50,000戸未満 ･････････････････････････････････ 36,000円

50,000戸以上 ･････････････････････････････････････････ 72,000円

注１）正組合員戸数は、「令和五年版都道府県農業協同組合名鑑」（日本農業新聞、令和５年

１月）記載の戸数（令和４年11月１日現在）に基づく。

注２）一般社団法人農業開発研修センター（以下、センターという。）と近畿農協研究会の

会員となっている近畿６府県内ＪＡについては、センターから当研究会への助成によ

り、近畿農協研究会から会費を請求しない。

⑶府県団体会員 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 50,000円

⑷全国団体会員 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 別 途

⑸准会員 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 10,000円
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過去１０年間の例会・大会テーマ及び参加状況

≪平成26年度≫ 年間統一テーマ：ＪＡ革新の課題と対応方向 （113名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

248：第１回例会 ＪＡガバナンスの革新方向を探る 奈 良 １１６名

－規制改革会議等の「農協改革論」を超えて－

249：第２回例会 営農経済事業をどう革新するか－「農協改革」を超えて－ 滋 賀 ９７

250：大会 ＪＡ革新の課題と対応方向を考える 京 都 １２６

≪平成27年度≫ 年間統一テーマ：ＪＡにおける自己改革の課題と対応方向 （79名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

251：第１回例会 ＪＡの担い手育成・支援の強化方向を探る 兵 庫 ６１名

252：第２回例会 ＪＡの自己改革と「地域の活性化」を考える 和歌山 ９４

253：大会 ＪＡにおける自己改革の課題と対応方向を考える 大 阪 ８２

－第27回ＪＡ全国大会決議をどう実践するか－

≪平成28年度≫ 年間統一テーマ：「創造的自己改革」の実践と課題 （86名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

254：第１回例会 ＪＡは准組合員にどう向き合うか 奈 良 １０３名

255：第２回例会 農業生産の拡大・販売力強化をどう進めるか 滋 賀 ８０

－「自己改革」の方向と施策をめぐって－

256：大会 創造的自己改革をどう実践するか 京 都 ７４

≪平成29年度≫ 年間統一テーマ：「創造的自己改革」の実践と課題 （83名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

257：第１回例会 こう進める「組合員との徹底的な話し合い」による自己改革 兵 庫 ７４名

258：第２回例会 こう進める 農業者の所得増大 和歌山 ９０

259：大会 「創造的自己改革」でどう描く 総合ＪＡの未来像 大 阪 ８５

≪平成30年度≫ 年間統一テーマ：自己改革の総括と今後の改革課題 （65名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

260：第１回例会 自己改革を検証する 奈 良 ７８名

261：第２回例会 信用事業分離問題を考える 滋 賀 ５５

－総合事業堅持と経営基盤強化をめざして－

262：大会 どう切り拓く 総合農協の未来像 京 都 ６２
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≪令和元年度≫ 年間統一テーマ：持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化方向

－創造的自己改革の実践－ （65名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

263：第１回例会 営農・経済事業の事業モデルをどう転換するか 兵 庫 ５１名

264：第２回例会 信用事業の事業モデルをどう転換するか 和歌山 ８９

－デジタルイノベーション時代のＪＡの未来像を考える－

265：大会 創造的自己改革のさらなる実践 大 阪 ５６

－持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に向けて－

≪令和２年度≫ 年間統一テーマ：ＪＡの社会的価値の再考 （58名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

266：第１回例会 農業・食料問題解決に果たすべきＪＡの使命と役割を再考する 滋 賀 ６１名

267：第２回例会 暮らし・地域活性化に果たすべきＪＡの使命と役割を再考する ＷＥＢ ５５

≪令和３年度≫ 年間統一テーマ：ＪＡの社会的価値の再考 （58名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

268：第１回例会 持続可能な地域農業の実現とＪＡの役割を考える ＷＥＢ ６９名

269：第２回例会 持続可能な農村社会の実現とＪＡの役割を考える ＷＥＢ ７８

270：大会 新型コロナ禍によるフードシステム問題への影響とウィズコ ＷＥＢ ４５

ロナ時代を迎えたＪＡの対応策を考える

≪令和４年度≫ 年間統一テーマ：持続可能なＪＡの組織・事業基盤をどう確立するか

（87名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

271：第１回例会 これからのＪＡを担う人づくりにどう取り組むか ＷＥＢ ９３名

272：第２回例会 持続可能な食料・農業基盤づくりにＪＡはどう取り組むか ＷＥＢ ６６

－「みどりの食料システム戦略」を中心に－

273：大会 協同組合のアイデンティティを考える 京都・ＷＥＢ １０３

－地域に根ざした事業の存在意義－

≪令和５年度≫ 年間統一テーマ：持続可能な食料・農業基盤の確立・強化のための対応方向

（59名、年平均）

回数 テーマ 開催府県 出席者数

274：第１回例会 農業ＤＸの可能性とＪＡの役割 兵庫・ＷＥＢ ６２名

275：第２回例会 農業における人材確保対策をどう進めるか 和歌山・ＷＥＢ ７１

276：大会 協同組合のアイデンティティを考える 大阪・ＷＥＢ ４５

－地域に根ざした事業の存在意義－
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近畿農業協同組合研究会会則

第１条 本会は近畿農業協同組合研究会と称する。

第２条 本会の事務所は一般社団法人・農業開発研修センター内に置く。

第３条 本会は農業協同組合の理論的・実践的諸問題を研究討議し、農協運動の発展に

寄与することを目的とする。

第４条 本会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

１ 研究例会及び研究大会の開催

２ 会報『近畿農協研究』の編集・発行

３ 会員の共同研究とその成果の公表

４ 関連研究会との連絡・連携

５ 会員名簿の発行

６ その他本会の目的を達成するために必要な事業

第５条 本会は個人会員、団体会員及び准会員で構成する。

個人会員は、次の各号に該当するもので、本会の趣旨に賛同し、所定の入会手

続きをとった者とする。

１ 近畿６府県の単協・中央会・連合会・全国連合会府県本部の役職員

２ 近畿の地方自治体に所属し、農協に関心を有する者

３ 原則として近畿に在住する農協研究者

４ 原則として近畿に支所等を設置している農協の全国団体の役職員

５ その他の運営委員会が適当と判断した個人

団体会員は、次の各号に該当する団体で、本会の趣旨に賛同し、本会の事業活

動を助長することを目的として入会を申し出、運営委員会の承認を受けた団体と

する。

１ 近畿６府県の単協（単協会員）

２ 近畿６府県の中央会・連合会・全国連合会府県本部（府県団体会員）

３ 原則として近畿に支所等を設置している農協の全国団体（全国団体会員）

４ その他の運営委員会が適当と判断した団体

准会員は、次の各号に該当する団体で、本会の趣旨に賛同し、所定の入会手続

きをとった団体とする。

１ 近畿６府県以外の単協・中央会・連合会・全国連合会都道府県本部

２ その他の運営委員会が適当と判断した団体

会員は、毎年所定の会費を納入しなければならない。

第６条 本会の役員として運営委員22名、監事２名を置く。

運営委員は、代表者１名を互選する。

代表者は、会務を統括し、本会を代表する。

運営委員は、本会の議決機関である運営委員会を構成する。

監事は、本会の会計を監査する。監事は運営委員会に出席し、意見を述べるこ

とができる。

第７条 本会に顧問を置くことができる。

顧問は、運営委員の承認を得て、代表者が委嘱する。

顧問は、運営委員会に出席して、意見を述べることができる。

顧問は、本会の運営上の重要事項について、代表者の諮問に応ずる。
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第８条 運営委員及び監事の選出は、別に定める運営委員・監事選出規程による。

役員の任期は２年とし、重任を妨げない。

第９条 運営委員会は、代表者が招集する。

運営委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。

運営委員会の議長は、開催毎に出席した運営委員が互選する。

運営委員会は、本会の運営に関する次の事項を審議決定する。

１ 事業計画及び予算計画

２ 事業報告及び会計報告

３ 会費の額

４ その他の重要事項

第10条 運営委員会の決定事項は、会報を通じてすみやかに会員にしらされなければな

らない。

会員は、運営委員会の決定事項に関して、研究例会または研究大会において意

見を述べることができる。

第11条 本会の業務を円滑に進めるために、事務局会議を置く。

事務局会議の責任者となる事務局長は、代表者が会員の中から、運営委員会の

議を経て指名する。

事務局長の任期は２年とし、重任を妨げない。

事務局会議は、運営委員会を補佐し、運営委員会の決定事項を処理する。

第12条 本会の経費は、会費、寄付金、その他の収入をもってあてる。

第13条 本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月31日までとする。

第14条 本会則の変更は、運営委員会において出席運営委員の３分の２以上の同意がな

ければならない。

附 則 １ 本改正は、平成２年６月16日より実施する。

２ 本改正にかかわらず、平成２年６月16日現在の会員は、自動的に会員資格

を継続するものとする。

附 則 １ 本改正は、平成12年１月25日より実施する。

２ 本改正にかかわらず、平成12年１月25日現在の会員は、自動的に会員資格

を継続するものとする。

附 則 本改正は、平成25年５月20日から実施する。
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近畿農業協同組合研究会運営委員・監事選出規程

第１条 本規程は、本会の運営委員・監事の選出を円滑に進めるために定める。

第２条 運営委員は、個人会員及び団体会員の中から、次の区分によりその配分定数を

選出する。

１ 団体会員に所属しない個人会員 運営委員配分定数 ６名

２ 単協会員及び府県団体会員 運営委員配分定数 15名

３ 全国団体会員 運営委員配分定数 １名

第３条 団体会員に所属しない個人会員及び単協会員を代表する運営委員は、前任者の

協議により選出する。

府県団体会員及び全国団体会員を代表する運営委員は、それぞれ関係会員の協

議により選出する。

第４条 監事は、運営委員改選後の第一回運営委員会において指名する。

第５条 本規程の変更は、運営委員会において出席運営委員の３分２以上の同意がなけ

ればならない。

附 則 １ 単協会員代表運営委員は初回のみ、府県団体会員の協議により選出する。

２ 本規程は、昭和55年５月12日より実施する。

附 則 本改正は、平成12年１月25日より実施する。



令和６年度 顧問・運営委員・監事・事務局体制
（敬称略・順不同）

所属 役職名 氏名 備考

顧問 滋賀県立大学名誉教授 増 田 佳 昭

代表者 摂南大学農学部 教授 北 川 太 一

(団体会員に所属しない個人会員)

摂南大学農学部 教授 北 川 太 一

京都大学大学院農学研究科 教授 辻 村 英 之

和歌山大学経済学部 教授 岸 上 光 克

京都大学学術情報メディアセンター 准教授 仙 田 徹 志

奈良女子大学生活環境学部 准教授 青 木 美 紗

運 摂南大学農学部 准教授 川 﨑 訓 昭

(単協会員)

滋賀県：グリーン近江農業協同組合 常務専務 徳 永 有 治

京都府：京都農業協同組合 代表理事副理事長 矢 倉 義 昭

大阪府：大阪北部農業協同組合 代表理事専務 出 口 久 男

営 兵庫県：兵庫西農業協同組合 代表理事専務 岡 本 直 生

奈良県：奈良県農業協同組合 常務理事 松 山 芳 巳

和歌山県：紀の里農業協同組合 代表理事専務 山 名 純 一

(府県団体会員)

滋賀県農業協同組合中央会 総務教育部次長 岡 本 公 人

委 京都府農業協同組合中央会 参事 村 上 友 一

大阪府農業協同組合中央会 教育研修センター長 乾 谷 真 史

兵庫県農業協同組合中央会 総務企画部長 小 前 猛

奈良県農業協同組合中央会 総括部長 小 山 剛 史

和歌山県農業協同組合中央会 総合企画部長 谷 口 昌 明

員 大阪府信用農業協同組合連合会 常務理事 谷 口 浩 一

全国農業協同組合連合会滋賀県本部 副本部長 山 田 純 男

全国共済農業協同組合連合会奈良県本部 副本部長 古 充 久

(全国団体会員)

農林中央金庫大阪支店 業務第一部長 神 正 人

滋賀県農業協同組合中央会 常務理事 小 西 忠 之
監事

全国共済農業協同組合連合会京都府本部 副本部長 松 本 徹

京都大学大学院農学研究科 教授 辻 村 英 之 事務局長

滋賀県農業協同組合中央会 総務教育部 武 部 康 広

事 京都府農業協同組合中央会 経営教育部教育課 野 間 由 幸

務 大阪府農業協同組合中央会 教育研修センター 池 嶋 明

局 兵庫県農業協同組合中央会 総務企画部主任専門職 芦 田 靖 司

会 奈良県農業協同組合中央会 総括部管理課 豊 田 友 信

議 和歌山県農業協同組合中央会 教育部 塩 路 公 壮

一般社団法人農業開発研修センター 事務局長 津 田 将

一般社団法人農業開発研修センター 嘱託研究員 岡 川 和 夫


